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情報連携の本格運用開始に伴い情報連携可能な事務手続及び省略可能な書    

類の一覧等について 

 

 

 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第１９条第７号の規定に基づく情報照会及び同法第２２条第１項の規

定に基づく情報提供（以下「情報連携」という。）については、平成２９年７月１８日

から試行運用を開始し、申請者等に従来の添付書類の提出を求めつつ、情報提供ネット

ワークシステムを使用した情報連携を行っているところです。 

今般、情報連携の本格運用の開始に伴い情報連携可能な事務手続及び省略可能な書類

の一覧等について、内閣官房番号制度推進室において、別紙１及び２並びに参考資料の

とおり整理され、情報提供されていますのでお届けいたします。各所管手続について、

これらの資料を本格運用の準備等に御活用ください。別紙１及び別紙２については、今

後デジタル PMOにおいても公表される予定です。なお、現時点では全て未定稿となっ

ておりますが、本格運用前に内容を確定させた上で、別途お届けする予定です。 

また、情報連携の本格運用の開始期日については、内閣官房より現時点での予定を、

別途デジタル PMO を通じてお知らせしておりますが、最終的な開始期日については、

１０月下旬を目途に再度御連絡いたします。 

本件につきましては、管内市町村（特別区含む。）にも情報提供いただきますようお

願いいたします。 

 

（参考）別紙の内容について 

【別紙１】マイナンバー制度の情報連携（本格運用）に伴い省略可能な書類の例（案）

（平成２９年９月時点） 

   情報連携に伴い、省略可能な書類（例 住民票の写し、課税証明書等）について

代表例を示したもの 

【別紙２】本格運用開始時点において情報連携可能な事務手続の一覧及び省略可能な

書類（平成２９年９月時点） 

   情報連携の本格運用開始時点において、情報連携可能な事務手続及び省略可能な

書類の一覧（９４０手続） 



※いわゆる「公用請求」などにより、従来から添付書類を求めていない事務手続についても

掲載している。 

   ※「左記情報を確認するために従来必要だった添付書類」の要否については、各地方公共団

体・行政機関において取扱いが異なる場合がある。 

【参考資料】情報連携対象とする事務手続一覧（平成２９年９月時点） 

情報連携可能な事務手続及び省略可能な書類の一覧（全体版）（１８７２手続） 

※データ標準レイアウトの改版に伴い、平成３０年７月に追加又は削除される事務について

は未反映。 

      


